
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尼崎市地球温暖化対策推進計画の基本的事項（第

●目的 

地球温暖化を防止及びその影響の

被害を軽減に向けたまちづくり 
●計画期間 

平成 31年度（2019年度）を初年度
とし、平成 42年度（2030年度）ま
での 12年間 
●市民・事業者・市の役割と責務

基本理念や取組の考え方を共有

し、互いの得手・不得手を理解し

ながら協力して取り組む 

尼崎市の現状と課題（第２章・第３章）

 ●これまでの主な取組・成果 
①二酸化炭素排出量の削減と地域

省エネ機器の導入により二酸化炭素

エネルギーコストの削減や地域経済

②経済的インセンティブによる環境配慮行動の促進

地域通貨ポイントを活用することで、市民の環境配慮行動と地域

経済活性化の実現 
③省エネ・創エネ住宅の普及 

省エネ効果は高いが導入費用が高額

に係る補助を実施し、省エネ機器

④再生可能エネルギーの地産地消

太陽光発電設備の導入を促進していくため設備導入に対する補

助や固定資産税の減免制度の創設、屋根貸し

●課題と今後の方向性 

①地球温暖化対策を取り巻く状況の変化への対応

・国の削減目標を意識した目標値を検討

・パリ協定においても言及のある適応策についての考え方を整理

②日常生活・事業活動の質の向上

・温暖化対策の取組に伴う日常・事業活動の負担感の低減

・温室効果ガスの排出抑制に取り組むことによる日常生活・事業活

動の質を向上 

③業務その他部門・家庭部門の取組強化

・業務その他部門・家庭部門の温室効果ガス排出量は、増加傾向

あるため、適切な目標値の検討や一層の対策が必要

・環境配慮や省エネ機器等の導入だけでなく、それらを有機的に組み

合わせることで、最適かつ効率的なエネルギーマネジメントに取り

組むための支援が必要 
④新技術への対応 

・新技術等の情報を把握し、施策に活かせるよう検討

・産業都市としての特徴を活かした取組について検討

⑤経済・社会の課題解決を通じた温暖化対策

・経済・社会の課題を解決する際に環境という視点も組み込みなが

ら、効果的な温暖化対策を推進

尼崎市地球温暖化対策推進計画（素案）概要

進捗管理（第８章） 

削減目標達成に向けた取組状況については毎年、本市の環境白書で

ある「尼崎の環境」に取りまとめ、点検・評価を行うことにより、

継続的な改善を図る 
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尼崎市地球温暖化対策推進計画の基本的事項（第１章） 

地球温暖化を防止及びその影響の

 

年度）を初年度

年度）ま

●市民・事業者・市の役割と責務 

基本理念や取組の考え方を共有

し、互いの得手・不得手を理解し

尼崎市の現状と課題（第２章・第３章） 

①二酸化炭素排出量の削減と地域経済活性化の両立 

省エネ機器の導入により二酸化炭素排出量の削減だけでなく事業者の

エネルギーコストの削減や地域経済活性化の実現 
②経済的インセンティブによる環境配慮行動の促進 

地域通貨ポイントを活用することで、市民の環境配慮行動と地域

省エネ効果は高いが導入費用が高額である機器については、導入

に係る補助を実施し、省エネ機器普及の推進 
④再生可能エネルギーの地産地消 

の導入を促進していくため設備導入に対する補

や固定資産税の減免制度の創設、屋根貸しなどへの取組 

①地球温暖化対策を取り巻く状況の変化への対応 

・国の削減目標を意識した目標値を検討 
・パリ協定においても言及のある適応策についての考え方を整理 
②日常生活・事業活動の質の向上 

・温暖化対策の取組に伴う日常・事業活動の負担感の低減 
・温室効果ガスの排出抑制に取り組むことによる日常生活・事業活

③業務その他部門・家庭部門の取組強化 

・業務その他部門・家庭部門の温室効果ガス排出量は、増加傾向に

ため、適切な目標値の検討や一層の対策が必要 
環境配慮や省エネ機器等の導入だけでなく、それらを有機的に組み

合わせることで、最適かつ効率的なエネルギーマネジメントに取り

新技術等の情報を把握し、施策に活かせるよう検討 
・産業都市としての特徴を活かした取組について検討 
⑤経済・社会の課題解決を通じた温暖化対策（SDGsへの対応） 

・経済・社会の課題を解決する際に環境という視点も組み込みなが

ら、効果的な温暖化対策を推進 

 

尼崎市地球温暖化対策推進計画（素案）概要 

平成

・日常生活は事業活動の質を向上させ、経済の発展や都市の魅

力の向上に繋げていくような取組を進めていく

・市民・事業者・市の想いや取組を原動力（エネルギー）とし

て活かし、エネルギーの賢い利用の仕方とは何かということ

を問い続ける姿勢を大切にしながら取り組んでいく

●位置づけ 

・地球温暖化対策推進法第 21
条に基づく「地方公共団体実行

計画（区域施策編）」 
・環境モデル都市の具体的な取

組の道筋である「環境モデル都

市アクションプラン」 
・気候変動適応法第 12条に基
づく「地域気候変動適応計画」 
 

削減目標達成に向けた取組状況については毎年、本市の環境白書で

ある「尼崎の環境」に取りまとめ、点検・評価を行うことにより、
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CO2排出量0.5％増
(2013年比)

CO

産業：

業務：

(電力地産地消含む

家庭：

運輸：

その他：

注)「電力の地産地消」の削減量は、仮に業務その他部門の削減量に加えて図示した。

 

削減目標と指標（第４章） 
●削減目標                                   

            

基本理念と取組の考え方（第５章） 

●視点 

 

基本理念 
 

私たちのエネルギーを賢く活かせるまち あまがさき

平成42年度（2030年度）の二酸化炭素排出量を平成

・日常生活は事業活動の質を向上させ、経済の発展や都市の魅

力の向上に繋げていくような取組を進めていく 

・市民・事業者・市の想いや取組を原動力（エネルギー）とし

て活かし、エネルギーの賢い利用の仕方とは何かということ

を問い続ける姿勢を大切にしながら取り組んでいく

○知○備 

○選 

○適 

地球温暖化（気候変動） 

エネルギー 
（電気・熱） 

非化石燃料 
（再エネ・ 
原子力） 

視点５ 

地球温暖化の影響を知

り、備える

視点４ 

エネルギーを管理す

視点３ 
エネルギー源を選ぶ

視点２ 
エネルギーを無駄な
く・効率よく使う

視点１ 
エネルギーをなるべ
く使わない○省 

温室効果ガスの排出 

 
エネルギーマネジメント ○整 

動力源・熱源・光源 

化石燃料 
（石油、 
天然ガス等） 

43369
329
412

1,356

2,508

2030年

【削減目標】

CO2排出量28.4％減
(2013年比)

産業：25.7%減

業務：32.1%減

電力地産地消含む)

家庭：45.6%減

運輸：9.6%減

その他：25.3%減

「電力の地産地消」の削減量は、仮に業務その他部門の削減量に加えて図示した。

産業 業務その他

家庭 運輸

その他(廃棄物など)

緩和策・適応策（第６章・第７章）

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

                                  

あまがさき 

取組の方向性１ 

環境に配慮した生活・事業の促進

取組の方向性２ 

省エネ型建築物・設備の普及

取組の方向性３ 

効率的なエネルギー利用のできる都市への転換

・市は生活や事業に起因する環境負荷を軽減していく

ための啓発や情報提供を通じて、地球温暖化問題へ

の関心を喚起し、市民の日常生活や事業者の事業活

動において環境配慮行動が定着するよう促していく

・市民や事業者の環境配慮行動による二酸化炭素排出

量の削減価値を積極的に「見える化」することで、

削減効果を実感できるものとする

取組の方向性４ 

気候変動の影響に対する情報収集・備えの推進

・建築物やこれに付随する設備は、長期にわたり利用

されるため、その後のエネルギー使用量や二酸化炭

素の排出量を長期にわたって決定づけることになる

ことから、建築物や付随する設備が整備される際に

は、可能な限り環境に配慮されたものとする

・エネルギーの地産地消とエネルギー管理の観点をも

ったまちづくりを進めることで、効率的なエネルギ

ー消費できる都市に転換する

・コンパクトな市域内に様々な都市機能が集まってお

り、自動車に依存しない自転車や公共交通機関での

移動を中心としたまちづくりを進めることで、移動

に必要となるエネルギーの低減を進める

・気候変動の被害の主な原因は

パターンの変化と考えられ

よる被害の回避・軽減に資する取組を進める

・被害の程度を明確に予測できないため、様々

ら取組を行うとともに、対応できていない分野に対

応を講じる 
・適応策の意義・必要性について意識を共有化する

年度）の二酸化炭素排出量を平成25年度（2013年度）比で28%以上削減

・日常生活は事業活動の質を向上させ、経済の発展や都市の魅

・市民・事業者・市の想いや取組を原動力（エネルギー）とし

て活かし、エネルギーの賢い利用の仕方とは何かということ

を問い続ける姿勢を大切にしながら取り組んでいく 
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和 
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適 

応 

策 

地球温暖化の影響を知

り、備える 

エネルギーを管理する 

 
エネルギー源を選ぶ 

 
エネルギーを無駄な
く・効率よく使う 

エネルギーをなるべ
く使わない 

※削減目標設定の基準年

度は平成 25 年度（2013
年度）とする 
※本市から排出される温

室効果ガスの 99％以上
を占めている二酸化炭素

を削減対象とする 
 

平成 30年 11月
尼崎市環境審議会

資料 1

緩和策・適応策（第６章・第７章） 

                                  ●指標                 

環境に配慮した生活・事業の促進 

省エネ型建築物・設備の普及 

効率的なエネルギー利用のできる都市への転換 

・市は生活や事業に起因する環境負荷を軽減していく

ための啓発や情報提供を通じて、地球温暖化問題へ

の関心を喚起し、市民の日常生活や事業者の事業活

動において環境配慮行動が定着するよう促していく 
・市民や事業者の環境配慮行動による二酸化炭素排出

量の削減価値を積極的に「見える化」することで、

削減効果を実感できるものとする 

気候変動の影響に対する情報収集・備えの推進 

施策① エコライフの推進

施策② 省エネ診断の推進

施策③ 環境経営の推進

施策④ 環境関連製品・サービ
スの普及

施策⑤ 環境アセスメントによ
る事業者への環境配慮
の促進

施策⑩ エネルギー

消・融通の検討

施策⑪ エネルギー管理の観点

を活かしたまちづくり

の推進

施策⑫ 自転車や公共交通機関

の利用環境の向上

施策⑬ 都市機能の集約化

・建築物やこれに付随する設備は、長期にわたり利用

されるため、その後のエネルギー使用量や二酸化炭

素の排出量を長期にわたって決定づけることになる

ことから、建築物や付随する設備が整備される際に

は、可能な限り環境に配慮されたものとする 

・エネルギーの地産地消とエネルギー管理の観点をも

ったまちづくりを進めることで、効率的なエネルギ

ー消費できる都市に転換する 
・コンパクトな市域内に様々な都市機能が集まってお

り、自動車に依存しない自転車や公共交通機関での

移動を中心としたまちづくりを進めることで、移動

に必要となるエネルギーの低減を進める 

施策⑥ 省エネ型住宅の普及

施策⑦ 効率的・効果的な省エ
ネ対策の推進

施策⑧ 省エネ型事業所・工場
の普及

施策⑨ エコカーの普及

・気候変動の被害の主な原因は①気温の上昇、②降水

パターンの変化と考えられるため、これらの原因に

よる被害の回避・軽減に資する取組を進める 
・被害の程度を明確に予測できないため、様々な面か

ら取組を行うとともに、対応できていない分野に対

・適応策の意義・必要性について意識を共有化する 

施策① 気候変動による影響・
被害に関する情報収
集・発信

施策② 気温の上昇への対応の
推進

施策③ 降水パターンの変化へ
の対応の推進

以上削減 【エネルギーに関する指標】 

対象 2030年度（目標年度） 

エネルギー使用量 946,616 kL 

市内電力排出係数 0.370 kg-CO2/kWh 

【部門に関する指標】 

対象 2030年度（目標年度） 

産業部門 1,031 kg-CO2/百万円 

業務その他部門 130 kg-CO2/m2 

家庭部門 1,741 kg-CO2/世帯 

 

・エネルギー使用量（原

油換算）と環境負荷

の低い電力使用の目

安として市内電力排

出係数を指標に設定

・エネルギー利用効率

に注目し、産業部門は

製造品等出荷額、業務

その他部門は延べ床

面積、家庭部門は世帯

当たりの排出量を指

標に設定

削減目標設定の基準年

2013

本市から排出される温

％以上

を占めている二酸化炭素

月 12日 
環境審議会 

1 

エコライフの推進 

省エネ診断の推進 

環境経営の推進 

環境関連製品・サービ
スの普及 

環境アセスメントによ
る事業者への環境配慮
の促進 

エネルギーの地産地

消・融通の検討 

エネルギー管理の観点

を活かしたまちづくり

の推進 

自転車や公共交通機関

の利用環境の向上 

都市機能の集約化 

省エネ型住宅の普及 

効率的・効果的な省エ
ネ対策の推進 

省エネ型事業所・工場
の普及 

エコカーの普及 

気候変動による影響・
被害に関する情報収
集・発信 
気温の上昇への対応の
推進 
降水パターンの変化へ
の対応の推進 

・エネルギー使用量（原

油換算）と環境負荷

の低い電力使用の目

安として市内電力排

出係数を指標に設定 

・エネルギー利用効率

に注目し、産業部門は

製造品等出荷額、業務

その他部門は延べ床

面積、家庭部門は世帯

当たりの排出量を指

標に設定 


